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愛媛県・出前政調  
産業を元気に！

平成２１年１１月２２日・２３日

参議院議員
 
浜田昌良
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中小企業者と農林漁業者が連携して行う新商品等の開

 発・販売促進等の取組を支援

 ・国から、中小企業者と農林漁業者が共同で行う新た

 な商品やサービスの開発等についての計画の認定を

 受けた場合に、中小企業者と農林漁業者に対して、

 事業資金の貸付や債務保証、設備・機械の取得に対

 する税制等の支援を創設。

 ・両者のマッチングを行う一般社団・財団法人、ＮＰＯ

 法人もあわせて支援。

 

中小企業者と農林漁業者が連携して行う新商品等の開

 発・販売促進等の取組を支援

・国から、中小企業者と農林漁業者が共同で行う新た

 な商品やサービスの開発等についての計画の認定を

 受けた場合に、中小企業者と農林漁業者に対して、

 事業資金の貸付や債務保証、設備・機械の取得に対

 する税制等の支援を創設。

・両者のマッチングを行う一般社団・財団法人、ＮＰＯ

 法人もあわせて支援。

○近年、企業規模や業種、地域により景況に格差が見られる中、我が国が、地方を中心として元気を
取り戻し、活力ある経済社会を構築するためには、地域経済の中核をなす中小企業者や農林漁業者
の活性化を図ることが重要である。

○このためには、中小企業者や農林漁業者が一次、二次、三次の産業の壁を超えて有機的に連携し、
互いの有するノウハウ・技術等を活用することで、両者の有する強みを発揮した新商品の開発や販
路開拓等を促進することが重要である。

○この点を踏まえ、政府としても、農林水産省と経済産業省が一体となって、中小企業者と農林漁業
者のつながりを応援し、それぞれの強みを十二分に発揮した事業活動を促進するための措置を講ず
る必要がある。

農林漁業と商業・工業等の産業間

 連携（農商工等連携）を強化し、地

 域経済を活性化するための法的な

 枠組みを整備

 

農林漁業と商業・工業等の産業間農林漁業と商業・工業等の産業間

 連携（農商工等連携）を強化し、地連携（農商工等連携）を強化し、地

 域経済を活性化するための法的な域経済を活性化するための法的な

 枠組みを整備枠組みを整備

１．農商工連携ー①狙い

２



地域力連携拠点（３２７か所）

 
商工会、商工会議所、県中央会、県中小企業支

 
援センター、ＪＡ，ＪＡ中央会などが、経営相

 
談や専門家派遣を実施

連携して

 
新事業展開に取り組む
中小企業者と
農林漁業者

経
営
の
改
善

設備投資／生産・販売・需要開拓試作品開発／展示会出展等

設備投資減税

農
商
工

 

連
携
支
援

小規模企業者等設備導入資

 金、農業改良資金等（無利

 子資金） 債務保証

低利融資

農商工連携

 
に対し指導・助言等の

 
支援を行うＮＰＯ法人，

 
一般社団・財団法人

指導、アドバイス、セミナー開催等

信用保証の対象

事業計画作成

農政局・

 経産局等

 が認定
事業計画作成

【①【①事業者への支援事業者への支援】】

【②【②支援機関への支援支援機関への支援】】

ハンズオン支援事務局

 
各地域ブロック１０箇所に支援体制を整備し、専門家によるきめ

 

細

 
細かな支援を実施

農政局・

 経産局

 が認定

補助金による経費の一部補助（2/3補助）

補助金による経費の一部補助（

 

2/3補助）

３

食料産業クラスター協議会（全国４９か

 所）を利用した中小企業者と農林漁業者と

 の連携を図るための出会いの場の設定や、

 新商品の開発・販路拡大の支援

１．農商工連携ー②支援の流れ



１．農商工連携ー③先進事例
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１．農商工連携ー④認定事例

地域
愛媛県

 

内子

 
町

認定日平成２０年９月１９日通巻番号 ７－ ２０ － ００５

事業名
内子町特別栽培農産物等認証の完熟トマトを活用した

加工食品の開発・製造・販売

連携体

中小企業者 ㈱内子フレッシュパークからり（食料品製造業）

農林漁業者 藤岡

 

清一（農業）、沖野

 

久（農業）

連携参加者

サポート機関等 大洲商工会議所、地域活性化支援事務局

地域 愛媛県

 

松山市 認定日 平成２０年１１月２８日 通巻番号 ７ － ２０

事業名
愛媛県エコファーマー認定柑橘を活用した
冷凍果実及び冷凍クラッシュ果汁の開発・製造・販売

連携体

中小企業

 
者

のうみん㈱（果実卸売業）、
㈲田那部青果（他に分類されない食料品製造業）

農林漁業

 
者

森

 

茂喜（果樹作農業）

連携参加

 
者

宮内

 

治人、石原

 

國勝、宮内

 

和弘、門屋

 

桂、西原

 

順一郎、
作道

 

和平、

 

小倉

 

雅裕

 

（以上、農業）

サポート機関等 松山市役所、地域活性化支援事務局

地域
愛媛県

 

松山

 
市

認定日
平成２１年２月２０

 
日

通巻番

 
号

７ － ２０ － ０１０

事業名
瀬戸内海産カタクチイワシと愛媛県産ハーブを
活用したアンチョビの開発・製造・販売

連携体

中小企業者 (株)山一（その他の水産食料品製造業）

農林漁業者
村上

 

祐司（その他の耕種農業）、
(株)森水産（まき網漁業）

連携参加者

サポート機関等 愛媛県中小企業団体中央会、地域活性化支援事務局

地域
愛媛県

 

東温

 
市

認定日
平成２１年

 

６月２４

 
日

通巻番号

有機栽培ケールを活用した
石鹸、入浴剤及び化粧品の開発・製造・販売 連携体

農林漁業者 (有)遠赤有機農園

 

（農業）

中小企業者 遠赤青汁(株)

 

（化学工業）

サポート機関

 
等 四国地域活性化支援事務局、(株)愛媛銀行

池上芳則、井門恒勝、越智美千子、
木下日出子、近藤清晴(以上、農業)
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１．農商工連携ー⑤相談窓口

 
 

 

機関名 電話番号 

愛媛県商工会連合会 ０８９－９２４－１１０３ 

松山商工会議所 ０８９－９４１－４１１１ 

宇和島商工会議所 ０８９５－２２－５５５５ 

八幡浜商工会議所 ０８９４－２２－３４１１ 

大洲商工会議所 ０８９３－２３－５１５０ 

今治商工会議所 ０８９８－２３－３９３９ 

新居浜商工会議所 ０８９７－３３－５５８１ 

愛媛県中小企業団体中央会 ０８９－９４３－７２８５ 

財団法人えひめ産業振興財団 ０８９－９６０－１１００ 

財団法人東予産業創造センター ０８９７－６６－１１１１ 

愛媛銀行 ０８９－９３３－１１１１ 

株式会社西条産業情報支援センター ０８９７－５３－００１０ 

機関名 電話番号 

四国地域活性化支援事務局 

（香川県高松市サンポート２－１） 

（独）中小企業基盤整備機構四国支部内 

０８７－８２３

－３２２０ 

 

機関名 電話番号 

愛媛県食料産業クラスター協議会 

（愛媛県今治市富田新港１－３） 

日本食研株式会社内 

０８９８－４８

－３６１１ 

 

●地域力連携拠点 ●ハンズオン支援事務局

●食料産業クラスター協議会
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２．産学連携
 

①ものづくり人材（工業高校）

生徒参加数 教員参加数 協力企業

実習 実践指導 教員研修 実習 実践指導 教員研修

20年度 281 418 24 143 29 7
21年度 300 502 32 148 32 12

事業実施機関 専門高校名 事業概要 委託実績

産業界 教育界 新居浜工業高
東予高校
今治工業高
松山工業高

●県東予・中予地域で、機械加工や造船業等

 
の地域を代表とする産業界と行政の連携の

 
下、生徒や教員に最新の技術・技能を学ぶ場

 
を提供することで、企業研修や企業技術者の

 
指導及び教員のスキルアップ研修等のカリ

 
キュラムを作成。
●地域に貢献できるものづくり人材を育成。

20年度 21年度

愛媛県中小企業

 
団体中央会

愛媛県教育

 
委員会

1035万円 1250万円



愛媛大学における「ものづくり人材（紙産業）の育成」支援

紙産業に関する専門知識を身につけた課題発見解決型の若手人材の安定的確保のため、産学連

 携によりプログラム開発を行い、愛媛大学に紙産業の大学院修士コースを開設し、紙産業人材育

 成の拠点を構築する。

○四国には大企業から中小企業まで
多種多様な紙産業が集積

○経済のグローバル化の中で、企業の
人材育成・研究開発機能の強化が必要。

○四国には大企業から中小企業まで
多種多様な紙産業が集積

○経済のグローバル化の中で、企業の
人材育成・研究開発機能の強化が必要。

実施機関：（社）愛媛県紙パルプ工業

 会
「産学連携製造中核人材育成事業」
対象：社会人
・最新製紙技術コース
・最新紙加工技術コース

実践的教育のための
産学連携の協力体制

実践的教育のための
産学連携の協力体制

愛媛大学
（大学院修士コースの開設）

愛媛大学
（大学院修士コースの開設）

背景

地域における取組

平成１９年度～

若
手
人
材
の
安
定
的
確
保

 

に
対
す
る
社
会
的
要
請

紙産業の大学院修士コースの開設紙産業の大学院修士コースの開設

プログラム開発協力機関

四国中央
商工会議所

四国中央
商工会議所

株式会社
ＪＩＰＭソリューション

株式会社
ＪＩＰＭソリューション

高知大学高知大学松山大学松山大学 香川大学香川大学

幹部候補人材の安定供給
8

２．産学連携
 

②ものづくり人材（大学院）

委託額：約１５百万円委託額：約１５百万円
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３．個別課題ー①農家の所得補償
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３．個別課題ー②果樹経営支援対策
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３．個別課題ー③棚田の農道設置補助金

• 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金

２１年度予算額：３４９億円

１ 趣旨

人口減少、高齢化が進み活力が低下している農山漁村において、定住や都市住民によ

 る二地域居住、都市との地域間交流を促すことにより、農山漁村を活性化します。

２

 
制度の概要

地方自治体が地域の自主性と創意工夫により、定住者や滞在者の増加などを通じた農

 山漁村の活性化を図る計画を作成し、国は、その実現に必要な施設整備を中心とした

 総合的取組を交付金により支援します。

（１）

 
活性化計画等

計画策定主体：都道府県又は市町村（単独又は共同して作成）

（２）

 
交付先など

①

 
交付先：都道府県、市町村

②

 
事業実施主体：都道府県、市町村、土地改良区、農業協同組合、水産業協同組合、

 森林組合、ＮＰＯ法人、農林漁業者等の組織する団体

 
など

③

 
交付率：定額：

 
ただし、国における交付限度額算定のための交付率は、1/2､

 5.5/10、4.5/10、4/10、1/3（沖縄県1/2、2/3、8/10）（奄美6/10、5.2/10）以内



３．個別課題ー④海事都市構想（今治）
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●国土交通成長戦略会議（10月26日～）
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